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１．国立高等専門学校の現状等について
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○国立高専は、

①国立大学と比べ1校の規模が小さく、学校ごとに法人化することが合理的ではないこと
②大学の学部は、大学ごとに文系から理系まで様々な分野で構成されているが、高専の学科は

工学分野がほとんどで、かつ機械・電気等の伝統的な要素技術を中心に取り扱っており、分
野共通性が高く実践的技術者養成という共通の目的を有している

ことから、全ての国立高専（当時55校）を一つの法人格にまとめることで、スケールメリッ
トを活かし、また、高専全体における資源の再配分・重点配分等を可能とすることで、高専共
通の課題に対処することとしたものである。

※参考「行政改革会議最終報告書」（抜粋）（平成9年12月）

独立行政法人の対象業務については、事務・事業の対象、地域、性質等の類似性・同質性に着目し、
できる限り統合・一元化するとともに、利便性等国民のニーズに即応した編成とする。

独立行政法人国立高等専門学校機構の設置の趣旨（平成16年度）

・国立病院機構（143の病院）
・国立青少年教育振興機構（国立青少年交流の家 （13拠点）・国立青少年自然の家（14拠点））
・国立文化財機構（3博物館、3研究所、1センター）
・海技教育機構（海上技術学校（4校）、海上技術短期大学校（3校）、海上技術大学校（1校））

【参考】事業内容・規模等の類似性から複数の機関を1法人に統合した独立行政法人
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業務一元化による各高専の業務の削減

○高専機構では、スケールメリットを活かした業務の効率化を図るため、各高専で行っていた人
事給与、共済、支払、収納、旅費業務について一元化を行い、その効果等に検証した結果、業
務時間数の削減の効果等が確認された。

【人事給与業務】

各高専の業務時間数削減率 約２７％

効率化が図られたと回答

４６/５５キャンパス ⇒ 約８４％

【共済業務】

各高専の業務時間数削減率 約７１％

効率化が図られたと回答

４２/５５キャンパス ⇒ 約７６％

【支払業務】

各高専の業務時間数削減率 約２９％

効率化が図られたと回答

５２/５５キャンパス ⇒ 約９５％

【収納業務】

各高専の業務時間数削減率 約２０％

効率化が図られたと回答

４７/５５キャンパス ⇒ 約８５％

【旅費業務】

各高専の業務時間数削減率 約１２％

効率化が図られたと回答

４９/５５キャンパス ⇒ 約８９％
※ 各業務の効果等の検証は、業務一元化後１年経過時における

ものであり、現時点においては、さらなる業務時間数の削減が
なされているものと見込まれる。 4



運営費交付金等予算及び人件費の推移・推計
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教職員数H16比▲6.5％、
人件費H16比▲4.5％（H29）

○今後の見込み
教職員数H16比▲6.5％、
人件費H16比▲0.5％（H35）

現在の教員数を維持するには、
物件費を大幅に削減する必要。

※平成31年度以降（点線内）の値は推計値。

（国立高等専門学校機構調べ）

〔教職員数と人件費〕
○総人件費改革の要請を受け、教職員数H16比▲4.3％、人件費H16比▲8.2％を達成（H21）
○しかし、近年、民間給与水準が上昇していることから、人事院勧告の増額改定が続き、

教職員数はさらなる削減となっているにも関わらず、人件費の抑制額は縮小



基盤的経費・教員研究経費の推移
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○運営費交付金のうち、基盤的な経費がH16-H29比で602億円から554億円となり、
約48億減。
うち物件費相当額は約23億円減となり、１高専あたりでは約4千万円減。

○各高専への教育改善充実費（各高専の裁量経費。教員研究費を含む）の配分額を、
H26以降毎年度大幅に縮減している。
H26-H29比で33％縮減しており、各高専では教員研究費を縮減し対応。

○職員宿舎やプールなど施設を維持できない高専があり、縮減・廃止が進んでいる。

総数 使用停止 廃止

職員宿舎 1,458戸 85戸 84戸

総数 使用停止 廃止

プール ５１ ７ １
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（国立高等専門学校機構調べ）



国立高等専門学校の教員の年齢構成
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◯高専機構では、法人化以降、運営費交付金の減少及び人事院勧告に伴う人件費増加に対応するため
全体的に教職員数を削減している。また、雇用に向けて努力しているものの圧倒的に女性教員の比
率が少ない。

（国立高等専門学校機構調べ）



2億円増

経費の見直しと各校予算の充実

◆以下の二つの観点から、高専機構本部経費の更なる見直しを図りつつ、各国立高専における予算の
充実及び国立高専全体としての予算規模を拡充。

①交付金算定ルールに基づく機構本部の管理費等の効率化減
②各学校の特色を強化するための新規事業を立ち上げ、各学校の教育研究費を増

◆高専機構本部経費については、執行において効率化減以上の更なる節減を図るよう指示。

各校に係る経費

機構本部に係る経費

①効率化等による減
△4.8億円

平成28年度予算
621億円

平成29年度予算
623億円

【増減のイメージ】

②各学校の教育研究費の増
＋6.8億円

機構本部経費の減

執行において
更なる節減

8（国立高等専門学校機構調べ）



国立高等専門学校機構における教育改善充実経費（校長裁量経費）
の各学校への予算配分について

○ 高専機構からの各学校への予算配分・編成方針については、毎年度役員会にて決定。
○ 高専機構本部から各学校への予算配分に際し、各学校の裁量により執行できる教育改

善充実経費（校長裁量経費）を配分。
○ 各学校は、高専機構から配分された予算の中で、重点事項や各教員に研究費に充当。

平成26年度

教育改善充実費
（校長裁量経費）

1学科当たり
7,753千円

約22億円

教育改善充実費
（校長裁量経費）

1学科当たり
6,835千円

教育改善充実費
（校長裁量経費）

1学科当たり
7,143千円

教育改善充実費
（校長裁量経費）

1学科当たり
5,796千円

平成27年度 平成28年度 平成29年度

約20億円 約21億円 約16億円

（国立高等専門学校機構調べ） 9



２．独立行政法人国立高等専門学校機構
運営費交付金の算定方法等について
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特別教育研究経費一般管理費・学科等教育研究経費
教育等施設基盤経費・附属施設等経費

設置基準教員給与費相当額

※他の独立行政法人とは異なり、国立高等専門学校の教育の特性に配
慮し、効率化係数の対象外

特殊要因経費

自己収入（授業料等）

運 営 費 交 付 金
人件費・物件費の区分のない「渡し切り」の交付金

運営費交付金対象事業費から自己収入を差し引いた額を

交付額とする

交付額決定

高等専門学校としての
個性に応じた意欲的な
取組や新たな政策課題
等への対応を支援

人件費や光熱水料など、国立高等専門学校の教育研究を実施する上で
必要となる最も基盤的な経費

運営費交付金対象事業費（教育研究の確実な実施に必要な支出額）

一般管理費・学科等教育研究経費
教育等施設基盤経費・附属施設等

経費等相当額
特別教育研究経費相当額 特殊要因経費

相当額

○既存の組織や業務の見直しを促す「効率化係数」を設定
第3期中期目標期間の係数値 1％
ただし、一般管理費のうち人件費相当額を除いた分については3％

○高専機構における基盤的経費は、運営費交付金対象事業費のうち、一般管理費、学科等教育研究経費、教育等施設
基盤経費、附属施設等経費を指し、人件費や光熱水費など国立高専における教育研究に必要な経費である。

○毎年度の基盤的経費は、前年度の金額に効率化係数を乗じて算定している。
○教員当たり経費（本科と専攻科の区別なし）は、学科等教育研究経費の内数となっている。

○収容定員や実績に基づき予め見積もり
○受託研究収入等の外部資金増加は交付金算定に反映させ
ず、高等専門学校の増収努力を考慮

独立行政法人国立高等専門学校機構における基盤的経費

教職員の退職手
当等、国が措置
すべき義務的経
費

運営費交付金対象事業費に占める運営費交付

金の割合は約８割
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各学校の所要額に応じ配分

○高専機構（機構本部・各高専）のH28総事業費（支出ベース）は、約801億円。

独立行政法人国立高等専門学校機構における予算執行

各学校分

運営費交付
金算定ルー
ルに基づき
予算計上

運
営
費
交
付
金

外部資金（補助金、寄附金、
受託研究費・共同研究費等）

物件費（交付金分）

577億円

高専機構本部分

国から高専機構
に一括交付

高専機構

人
件
費
相
当
額

物
件
費
相
当
額

プロジェクト毎に事業担当校配分

所要額と自己収入の収支差を配分

物件費
（自己収入相当分）

施設整備費補助金等
施
設
費

国から高専機構
に一括交付

所要額に基づき
予算計上

特別教育研究経費

土地建物借料等の
義務的な経費

機構本部の物件費
11億円

45億円

131億円

17億円

機構本部の人件費

9億円

各学校の人件費
568億円

31億円機構本部の外部資金

1億円

合計
801億円

事業ごとに各学校に配分・執行

各学校に収入計上

事業ごとに機構本部・各学校で執行

授
業
料
等

外
部
資
金

34億円
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独立行政法人国立高等専門学校機構の中期計画 [運営費交付金の算定ルール]①

○毎事業年度に交付する運営費交付金については，以下の事業区分に基づき，それぞれの対応する数式により算定したもので決定する。

Ⅰ〔教育等標準運営費交付金対象事業費〕
①「一般管理費（人件費相当額）」：管理運営に必要な職員（役員含む）の人件費相当額。

Ｈ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＨ（ｙ）。

②「一般管理費（人件費相当額を除く）」：管理運営経費。Ｉ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＩ（ｙ）。

③「学科等教育研究経費」：学科等の教育研究に必要な設置基準上の教職員の人件費相当額及び教育研究経費の総額。
Ｃ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＣ（ｙ）。（Ｃ（ｘ）は，設置基準に基づく教員にかかる給与費相当額。）

④「教育等施設基盤経費」：教育研究等を実施するための基盤となる施設の維持保全に必要となる経費。
Ｅ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＥ（ｙ）。

〔教育等標準運営費交付金対象収入〕
⑤「入学料収入」：当該事業年度における入学定員数に入学料標準額を乗じた額。

（平成２６年度入学料免除率で算出される免除相当額については除外）

⑥「授業料収入」：当該事業年度における収容定員数に授業料標準額を乗じた額。
（平成２６年度授業料免除率で算出される免除相当額については除外）

Ⅱ〔特定運営費交付金対象事業費〕
⑦「学科等教育研究経費」：学科等の教育研究活動の実態に応じ必要となる教職員の人件費相当額及び教育研究経費の総額。

Ｃ(ｙ－１)は直前の事業年度におけるＣ(ｙ)。

⑧「附属施設等経費」：附属施設の教育研究活動に必要となる教職員の人件費相当額及び事業経費の総額。
Ｄ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＤ（ｙ）。

⑨「特別教育研究経費」：特別教育研究経費として，当該事業年度において措置する経費。

⑩「特殊要因経費」：特殊要因経費として，当該事業年度に措置する経費。

〔特定運営費交付金対象収入〕
⑪「その他収入」：検定料収入，入学料収入（入学定員超過分），授業料収入（収容定員超過分），雑収入。

平成24年度決算額を基準とし，中期計画期間中は同額。 13



運営費交付金 ＝ Ａ（ｙ）＋ Ｂ（ｙ）

１．毎事業年度の教育研究経費にかかる教育等標準運営費交付金及び特定運営費交付金 については、以下の数式により決定する。

Ａ（ｙ）＝ Ｃ（ｙ）＋ Ｄ（ｙ）＋ Ｅ（ｙ）＋Ｆ（ｙ）－ Ｇ（ｙ）

（１）Ｃ（ｙ）＝ ｛Ｃ（ｙ－１）×β（係数）×γ（係数）－Ｃ（ｘ）｝×α（係数）＋Ｃ（ｘ）
（２）Ｄ（ｙ）＝ Ｄ（ｙ－１）×β（係数）×α（係数）
（３）Ｅ（ｙ）＝ Ｅ（ｙ－１）×α（係数）± ε（施設面積調整額）
（４）Ｆ（ｙ）＝ Ｆ（ｙ）
（５）Ｇ（ｙ）＝ Ｇ（ｙ）

各経費及び各係数値については、以下の通り。
Ｃ （ｙ）： 学科等教育研究経費（③，⑦）を対象。
Ｄ （ｙ）： 附属施設等経費（⑧）を対象。
Ｅ （ｙ）： 教育等施設基盤経費（④）を対象。
Ｆ （ｙ）： 特別教育研究経費（⑨）を対象。
Ｇ （ｙ）： 入学料収入（⑤），授業料収入（⑥），その他収入（⑪）を対象。

２．毎事業年度の一般管理費等にかかる教育等標準運営費交付金及び特定運営費交付金については、以下の数式により決定する。

Ｂ（ｙ）＝  Ｈ（ｙ）＋ Ｉ（ｙ）＋ J（ｙ）

（１）Ｈ（ｙ）＝Ｈ（ｙ－１）×α（係数）
（２）Ｉ（ｙ）＝Ｉ（ｙ－１）×α（係数）
（３）Ｊ（ｙ）＝Ｊ（ｙ）

Ｈ（ｙ）： 一般管理費（人件費相当額）（①）を対象。
Ｉ（ｙ）： 一般管理費（人件費相当額を除く）（②）を対象。

Ｊ（ｙ）： 特殊要因経費（⑩）を対象。

独立行政法人国立高等専門学校機構の中期計画 [運営費交付金の算定ルール]②
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各経費及び各係数値については，以下の通り。

α（アルファ） ：効率化係数。△１％とする。ただし，一般管理費のうち人件費相当額を除いた額については，△３％とする。

β（ベータ） ：教育研究政策係数。物価動向等の社会経済情勢等及び教育研究上の必要性を総合的に勘案して必要に応じ運用するための係数。
各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な係数値を決定。
なお、物価動向等の社会経済情勢等を総合的に勘案した係数を運用する場合には、一般管理経費についても必要に応じ同様の
調整を行う。

γ（ガンマ） ：教育研究組織係数。学科等の組織整備に対応するための係数。
各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な係数値を決定。

ε（イプシロン）：施設面積調整額。施設の経年別保有面積の変動に対応するための調整額。
各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を決定。

［中期計画予算の見積りに際し使用した具体的係数及びその設定根拠等］
注）運営費交付金は上記算定ルールに基づき、一定の仮定の下に試算されたものであり、各事業年度の運営費交付金については、予算編成過程

においてルールを適用して再計算され、決定される。
・「特別教育研究経費」，「特殊要因経費」のうち退職手当，一般施設借料，ＰＣＢ廃棄物処理経費以外の経費については，平成27年度

以降は平成26年度と同額として試算しているが，教育研究の進展等により所要額の変動が予想されるため，具体的な額については，
各事業年度の予算編成過程において決定される。

・「教育研究政策係数」「教育研究組織係数」は１とし，また，「施設面積調整額」については，面積調整はないものとして試算している。

注）施設整備費補助金は，「施設・設備に関する計画」に記載した額を計上している。

注）産学連携等研究収入については，平成27年度以降は平成26年度と同額として試算した収入予定額を計上している。

注）寄附金収入等については，平成27年度以降平成26年度と同額として試算した収入予定額を計上している。

注）産学連携等研究収入及び寄附金収入等は，版権及び特許権等収入を含む。

注）業務費，施設整備費については，平成26年度見積り額を踏まえ試算した支出予定額を計上している。

注）産学連携等研究経費及び寄附金事業費等は，産学連携等研究収入及び寄附金収入等により行われる事業経費を計上している。

独立行政法人国立高等専門学校機構の中期計画 [運営費交付金の算定ルール]③
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運営費交付金 所要額算出式（単位：千円）
［（H29学科等教育研究経費×教育研究組織係数×教育研究政策係数－設置基準に基づく教員給与費）×効率化係数【△１％】
＋設置基準に基づく教員給与費 ］
＋（H29附属施設等経費×教育研究政策係数×効率化係数【△１％】 ）
＋（H29教育等施設基盤経費×効率化係数±H30施設面積調整額）
＋ H30特別教育研究経費
－（H30入学料収入＋H30授業料収入＋H30その他収入）
＋（H29一般管理費(人件費相当額)×効率化係数【△１％】 ）
＋（H29一般管理費(人件費相当額を除く)×効率化係数【△３％】 ）
＋ H30特殊要因経費

平成30年度については，以下の通り。
［（５０，９９３，２６２ × １．０ × １．０ － ２５，０６０，３８５） ×０．９９

＋ ２５，０６０，３８５］
＋（２，３５５，３６６ × １．０ × ０．９９）
＋（４，０２６，４２７ × ０．９９ ＋ １４，４７０）
＋ ３，７３０，２３８
－（８７７，６７３ ＋ １１，０１９，７６７ ＋ １，１５２，６３２）
＋（９，４６９，０５４ × ０．９９）
＋（１，６１０，６０６ × ０．９７）
＋ ３，８０１，５４３

 ＝６２，４８４，７３８千円

独立行政法人国立高等専門学校機構の中期計画 [運営費交付金の算定ルール]④
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３．独立行政法人国立高等専門学校機構
の財務状況等について
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国立高等専門学校の入学定員の推移

18

※ 本 科：平成22年度に仙台高専・富山高専・香川高専・熊本高専において再編・改組を行ったため入学定員が減少している。
平成28年度に釧路高専において改組を行ったため入学定員が減少している。

※ 専攻科：平成17年度に富山商船高専・鳥羽商船高専・広島商船高専・大島商船高専・弓削商船高専及び宇部高専（一部） 、
平成21年度に沖縄高専において専攻科を設置したため入学定員が増加している。
平成22年度に仙台高専・富山高専・香川高専・熊本高専において再編・改組を行ったため入学定員が増加している。
平成25年度に福島高専において復興人材育成特例コースを開講、平成26年度に沼津高専・平成27年度に八戸高専・
北九州高専・平成28年度に呉高専・平成29年度に鈴鹿高専において、改組を行ったため入学定員が増加している。

9,680 9,680 9,680 9,680 9,680 9,680
9,400 9,400 9,400 9,400 9,400 9,400 9,360 9,360

884 948 948 948 948 972
1,044 1,044 1,044 1,049 1,053 1,080 1,104 1,108

H16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

本 科

専攻科



70,562 

69,949 

70,065 

69,030 

67,659 

66,982 

66,281 

63,854 

62,937 

58,000 

62,134 

62,004 

62,118 

62,324 

62,485 

H16

H17

H18

H19

H20

H21

H22

H23

H24

H25

H26

H27

H28

H29

H30

（単位：百万円）

給与臨時特例法等による減額
約4,022百万円

※平成25年度については給与臨時特例法等による減額分、平成26年度については同法の終了に伴う増額分が含まれる。
※端数処理の都合、計数が一致しないことがある。

▲613百万円減（▲0.9％）

116百万円増（0.2％）

▲1,035百万円減（▲1.5％）

▲1,371百万円減（▲2.0％）

▲677百万円減（▲1.0％）

▲702百万円減（▲1.1％）

▲2,426百万円減（▲3.8％）

▲917百万円減（▲1.5％）

▲4,937百万円減（▲8.5％）

4,134百万円増（6.7％）

▲130百万円減（▲0.2％）

114百万円増（0.2％）

206百万円増（0.3％）

H27年度から、約５億円増

160百万円増（0.3％）

第
１
期
中
期
目
標
期
間

第
２
期
中
期
目
標
期
間

第
３
期
中
期
目
標
期
間

（独）国立高等専門学校機構運営費交付金予算額の推移
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（独）国立高等専門学校機構運営費交付金予算額の推移（費目別）

20

612 604 601 596 592 587 574 573 570 526
565 564 558 554 550

3 2 2 6 
23 

16 
16 8 8 

8 

8 9 17 21 37 

91 94 98 88 
61 67 71 58 52 46 48 48 46 49 38 

706 699 701
690

677 670
663

639 629

580

621 620 621 623
625

100

0

100

200

700

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

一般経費 特別教育研究経費 特殊要因経費 総額

（単位：億円）

500

給与臨時特例法等による減額
▲約40億円額

第１期中期目標期間 第２期中期目標期間 第３期中期目標期間

600

※端数処理の都合、計数が一致しないことがある。



各国立高等専門学校の予算額（人件費除く）

21

学 校 名 予算額 学 校 名 予算額 学 校名 予算額 学 校 名 予算額

1 函館高専 394 14 木更津高専 348 27 明石高専 345 40 新居浜高専 337

2 苫小牧高専 395 15 東京高専 309 28 奈良高専 300 41 弓削商船 318

3 釧路高専 383 16 長岡高専 317 29 和歌山高専 309 42 高知高専 421

4 旭川高専 294 17 富山高専 511 30 米子高専 360 43 久留米高専 383

5 八戸高専 398 18 石川高専 412 31 松江高専 304 44 有明高専 310

6 一関高専 373 19 福井高専 368 32 津山高専 431 45 北九州高専 341

7 仙台高専 739 20 長野高専 305 33 広島商船高専 289 46 佐世保高専 358

8 秋田高専 391 21 岐阜高専 395 34 津山高専 333 47 熊本高専 706

9 鶴岡高専 387 22 沼津高専 362 35 徳山高専 236 48 大分高専 268

10 福島高専 465 23 豊田高専 387 36 宇部高専 336 49 都城高専 297

11 茨城高専 497 24 鳥羽商船高専 293 37 大島商船高専 257 50 鹿児島高専 351

12 小山高専 531 25 鈴鹿高専 380 38 阿南高専 329 51 沖縄高専 337

13 群馬高専 359 26 舞鶴高専 294 39 香川高専 498

（単位：百万円）



（独）国立高等専門学校機構の財務状況（平成28年度）

22

費 用収 益

人件費

58,014百万円

72%

物件費

22,048百万円

28%

運営費交付金収益

60,263百万円

75%

学生納付金収益

12,315百万円

15%

競争的資金等

3,218百万円

4%

その他

4,312百万円

6%



（独）国立高等専門学校機構の決算状況（平成28年度）

23

人件費

58,014百万円

73%

一般管理費

4,327百万円

5%

教育研究経費

17,721百万円

22%

経常費用

80,062百万円

○ 外部資金収入には、受託研究収益、受託事業収益、補助金当収益、
が含まれている

○ 施設費収益はその他に含まれている

○ 教育研究経費には、教育研究経費、受託研究費等が含まれている

運営費交付金収益

60,263百万円

75%

学生納付金収益

12,315百万円

16%

寄附金収益

1,076百万円

1%

競争的資金

2,142百万円

3%

雑収入

833百万円

1%

その他

3,479百万円

4%

経常収益

80,108百万円



（独）国立高等専門学校機構の経常費用の推移
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（単位：百万円）

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000 80,000 90,000

平成16年度

平成21年度

平成26年度

平成28年度

13,623 
（16.1％）

18,408 
（22.1％）

17,684 
（20.6％）

16,545 
（20.7％）

657
（20.6％）

1,228
（0.8％）

905
（0.8％）

1,151
（1.4％）

63,914
（75.5％）

58,106
（69.8％）

57,041
（72.2％）

58,014
（72.5％）

6,502
（7.7％）

5,562
（6.7％）

5,232
（6.0％）

4,352
（5.4％）

教育研究経費 受託研究費等 人件費 一般管理費

84,696

80,062

80,862

83,305



（独）国立高等専門学校機構の経常収益の推移

25

◆独法制度上、自己収入の増加は見込めず、運営費交付金に依存する財務体質

（単位：百万円）

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000 80,000 90,000

平成16年度

平成21年度

平成26年度

平成28年度

67,630 
（79.4%）

63,024 
（75.2%）

60,234 
（74.3%）

60,263 
（75.2%）

12,979 
（15.2%）

12,735 
（15.2%）

12,577 
（15.5%）

12,315 
（15.4%）

2,224 
（2.6%）

4,786 
（5.7%）

3,138 
（3.7%）

3,218 
（4.0%）

2,379 
（2.8%）

3,283 
（3.9%）

5,167 
（5.0%）

4,312 
（5.4%）

運営費交付金収益 学生納付金収益 競争的資金等 その他

85,211

80,108

81,115

83,828



運営費交付金と外部資金獲得状況（受入額ベース）

26

（単位：百万円）

413 437 430 484 534 633 484 570 602 612 507 661 587
288 332 345 355 380 367

288 291 266 325 351
379 43239 100 84

349
568 313

205 190 153 144 193
297 3091,092 742 851

1,389
1,206

1,119

1,014

1,726
1,348 1,307 1,375

1,281 1,450

1,249

247
382

702
970 1,198

1,003

764

801 610 595
712 6040

643
805

807

950 871

923

1,131

1,125
1,156 1,168

1,306
1,506

70,562 69,949 70,065 69,030 
67,659 66,982 66,281 

63,854 62,937 

58,000 

62,134 62,004 62,118 

-10,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

受託研究 共同研究 受託事業 寄附金 補助金等 科学研究費補助金等 運営費交付金

3,081

2,501

2,897

4,086

4,608
4,501

3,917

4,672

4,295
4,154 4,189

4,636

4,888

設備整備費
補助金
4,893

設備整備費
補助金

516

設備整備費
補助金
6,385

施設整備資金
貸付金償還時
補助金
14,851



参考資料
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１．高等専門学校とは
○ 中学校卒業後の15歳の学生を受け入れ、実験実習を中心とした5年一貫の実践
的技術者教育を行う高等教育機関

○ 中堅技術者の養成を目的として制度が創設された（昭和37年）

○ 近年では、研究・開発に従事する技術者としての活躍も期待されている

２．基本データ（出典：平成29年度学校基本統計）

学 校 数：全57校（国立51校、公立３校、私立３校）
入学定員：10,540人
入学者数：10,621人（定員充足率100.8％、15歳人口の約１％）
入学者数：10,911人（志願者数17,591人（志願倍率1.7倍）（平成29年度入試））

卒業後の進路：６割が就職（就職率はほぼ100％）
卒業後の進路：４割が進学（うち６割が大学へ編入、4割が専攻科へ進学）

高等専門学校制度の概要 ①

大企業においては、工場長など製造現場の指導・監督的な立場の技術者、中小企業においては、
企業の中心的な技術者、技術の責任者

28



◆ 目 的 ・・・ 深く専門の学芸を教授し、職業に必要な能力を育成する。

◆ 修業年限 ・・・ ５年、商船に関する学科は５年６月

◆ 入学対象 ・・・ 中学校卒業者

◆ 教員組織 ・・・ 校長、教授、准教授、講師、助教、助手

◆ 教育課程等
①一般科目と専門科目をくさび型に配当して、５年間一貫教育で効果的な専門教育を行っている

②卒業要件単位数 167単位以上（商船に関する学科は、147単位以上）

③一学級40人編成、学年制

◆ 称 号
卒業生には準学士の称号

◆ 進 学
高等専門学校卒業後、専攻科進学
※あるいは大学編入学の途がある
※専攻科修了後は、(独)大学改革支援・学位授与機構の審査を経て、学士の学位取得可

高等専門学校制度の概要 ②
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旭川高専

苫小牧高専

函館高専
釧路高専

八戸高専

広瀬キャンパス

名取キャンパス

仙
台
高
専

秋田高専

鶴岡高専

国際高専

小山高専

群馬高専

東京高専

木更津高専

沖縄高専

荒川キャンパス

品川キャンパス

サレジオ高専

石川高専

射水キャンパス

本郷キャンパス
富
山
高
専

長岡高専

長野高専

福井高専

舞鶴高専

松江高専

豊田高専
岐阜高専

鳥羽商船高専

近畿大学高専

奈良高専

明石高専

阿南高専

高知高専 神戸市立高専

和歌山高専

新居浜高専

弓削商船高専

広島商船高専
呉高専

大島商船高専

宇部高専
北九州高専

大分高専
都城高専

鹿児島高専

佐世保高専

久留米高専

有明高専

熊本キャンパス

八代キャンパス

徳山高専

熊
本
高
専

都
立
産
技
高
専

沼津高専

米子高専

津山高専

詫間キャンパス

高松キャンパス

香
川
高
専

大阪府立大学高専

鈴鹿高専

一関高専

福島高専

茨城高専

平成30年4月1日現在

高等専門学校配置図 国立高専 ⇒ ５１校、 公立高専 ⇒ ３校 、 私立高専 ⇒ ３校 【高専合計 ⇒ ５７校】
上記のうち商船高専５校
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学校数・学科数・学生数 ①

学校数 a
（本科,専攻科）

本科
学科数（注1）

本科
入学定員

本科
在学生数 b

専攻科
在学生数 b

１校当たりの在学生数
（本科,専攻科）b/a

国立 51 51 185 9,360 48,630 2,947 954 58
公立 3 3 7 720 3,556 186 1,185 62
私立 3 2 8 460 2,172 55 724 28
計 57 56 200 10,540 54,358 3,188 954 57

区
分

①工 業
②

商船

③
①・②
以外

（注３）

計
機械系 電気・

電子系
情報系 化学系

建築・
建設系

その他
（注２）

学
科
数

40 52 31 22 29 18 5 3 200

入
学
定
員

1,645 2,125 1,245 880 1,160 3,165 200 120 10,540

１．設置者別学校数、在学生数等の現状（平成29年度）

２．本科分野別学科数・入学定員（人）（平成29年度）

（注）
１．学科再編による募集停止中の学科を除く。
２．工業の「その他」は、デザイン、総合工学システム、総合システム工学、ものづくり工学、

生産システム工学等の各学科である。
３．工業・商船以外は、経営情報、国際ビジネス、ビジネスコミュニケーションの各学科である。

３．分野別学科数

出典：文部科学省調べ

機械系, 20%

電気・電子系, 
26%

情報系, 16%

化学系, 11%

建築・建設系, 
15%

その他, 9%

②, 3%
③, 2%
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学校数・学科数・学生数 ②

４．在学生数の推移
（人）

出典：文部科学省調べ

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

S37 S40 S43 S46 S49 S52 S55 S58 S61 H1 H4 H7 H10 H13 H16 H19 H22 H25 H28

私立 公立 国立
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入学者の状況 ①

出典：文部科学省調べ

１．入学志願者数の推移

２．入学志願倍率の推移

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

1,800,000

2,000,000

2,200,000

2,400,000

2,600,000

入
学
志
願
者
数

中
学
校
卒
業(

見
込)

者
数

国立高専 公立高専 私立高専 中学校卒業(見込)者数

平成29年度
入学志願者数

17,591人

（参考）平成29年度
中学校卒業(見込)者数

116万人

平成29年度

国公私計

1.7倍

1倍

3倍

5倍

7倍

9倍

11倍

13倍

15倍

17倍

国公私計 国立高専 公立高専 私立高専
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入学者の状況 ②

３．入学定員と入学者数
（人）

出典：文部科学省調べ
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入学者数
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留学生の状況

１．留学生数の推移（平成17年度～） ２．出身国別留学生数（平成29年度）

（人）

出典：文部科学省調べ

0

100

200

300

400

500

600

H17 H27 H28 H29

マレーシア政府派遣留学生（高専留学プログラム）

私費留学生（高専留学プログラム以外）

国費留学生（約20か国）

マレーシア, 238 

モンゴル, 94 

インドネシア, 42 

カンボジア, 37 

ラオス, 21 

タイ, 19

ベトナム, 13 その他, 24 
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卒業者の状況①

・就職者の約5割が製造業に就職する
など、我が国の経済産業を支える
人材を輩出

・職業別では約9割が技術者（専門的・
技術的職業従事者）として就職

２．卒業生の就職先（産業別）平成29年3月

出典：平成29年度学校基本統計

１．卒業生の進路の状況

出典：平成29年度学校基本統計

平成28年度卒業生

10,086人

平成28年度就職者

5,783人 (57%)

平成28年度進学者

4,036人(40%)

平成28年度その他

267人（3%）

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

S42 S47 S52 S57 S62 H3 H8 H13 H18 H23 H28

卒業者数

就職者

進学者

その他

人

昭和53年度
技科大 学生受入開始

(昭和52年度高専卒業生) 

平成4年度
専攻科 学生受入開始
(平成3年度高専卒業生) 

昭和60年度
8,293人

昭和60年度
7,375人

(89%)

平成7年度
2,481人

(24%)

平成7年度
7,303 人

(72%)

平成7年度
10,175 人

昭和60年度
783人
(9%)

製造業, 49.9%

情報通信業, 11.9%建設業, 8.8%

電気・ガス・熱供給・

水道業, 6.7%

学術研究，専門・技術サービス業, 

6.2%

運輸業，郵便業, 
6.4% その他, 10.2%
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３．就職率等

出典：学校基本調査

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

卒業者数（A） 10,101 10,307 9,811 9,764 10,086

うち、就職希望者数（B） 5,908 5,967 5,755 5,688 5,828

うち、就職者数（C） 5,845 5,934 5,717 5,649 5,785

就職者の割合（C/A） 57.9% 57.6% 58.3% 57.9% 57.4%

就職率(C/B) 98.9% 99.4% 99.3% 99.3% 99.3%

専門的・技術的職業従事者数(D) 5,416 5,554 5,328 5,301 5,410

専門的・技術的職業従事者の割合
(D/C) 92.7% 93.6% 93.2% 93.8% 93.5%

４．高専卒業生

石塚 忠 氏（株式会社日揮 代表取締役社長）…宮城高専（現仙台高専）卒業

藤門 千明 氏（ヤフージャパン 執行役員CTO（最高技術責任者））…沼津高専卒業後、筑波大学、同大学院

田尻 智 氏（株式会社ゲームフリーク 代表取締役社長、ゲームデザイナー）…東京高専卒業、ポケットモンスターの生みの親

馬場 功淳 氏（株式会社コロプラ 代表取締役GM ）…都城高専卒業後、九州工業大学、同大学院

○就職希望者の就職率は、ほぼ100％。
○職業別では約9割が専門的・技術的職業従事者（研究者、製造技術者（開発含む）、建築・土木・測量技術
者、情報処理・通信技術者など）として就職。

卒業者の状況②
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高等専門学校の評価

「高専に対する国際的な評価は高い。評価の高さの背景には、高専が提供する職業教育のレベルが高いこともある
が、特に製造業を中心とした日本の産業のニーズに迅速に対応できることも大きい。（中略）われわれ訪問調査チー
ムは、すでに高まっている国際的な評価の例に漏れず、高専という機関が効果的に運営されていること、その質が高
いこと、そしてそれが革新的な高等教育機関であることに賞賛を送るものである。」

「日本においては、官・民、中央と地方、大学やその他教育機関が混ざり合う特筆すべき多様性が、地方においても
高等教育へのアクセスを非常に容易にしており、更には、各教育機関が、市場におけるそれぞれの役割分担を踏ま
え、国全体・地方の両方で産業界のニーズに応えつつ、適切に配分される可能性があるということである。

だが、同時に、各教育機関が全体としてまとまりを持たないことで、国全体としてその効果を最大限に発揮できな
くなるという潜在的な弱点もはらんでおり、制度上かつ全国的な効果的・戦略的な計画が必要であると言える。

その唯一の例外が高等専門学校である。国立高等専門学校機構により効果的に計画・調整されることで、質保証と
革新的な教授法、産業界のニーズの把握と地理的普遍性とを、高度なレベルで兼ね備えている。」

（2009年 OECD高等教育政策レビュー：日本）

71.0 21.0 5.0 3.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

満 足 どちらでもない 不 満

「総合的に判断して、高専卒業生の資質・能力・仕事ぶりに関しては満足していますか。」

（平成18年3月 高等専門学校のあり方に関する調査）

○ 就職先企業の7割が高専卒業生に満足

○ 海外からの高い評価

※企業から特に高く評価されている資質・能力・・・専門知識、責任感、誠実さ
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経済財政運営と改革の基本方針2018 （平成30年６月15日 閣議決定）

第２章 力強い経済成長の実現に向けた重点的な取組
１．人づくり革命の実現と拡大
（１）人材への投資

③ 大学改革
（高等専門学校、専門学校等における実践的な職業教育の推進）

実践的・創造的技術者を養成することを目的とする高等専門学校の高度化等を進めるとともに、大学・専門学校
における専門教育プログラムの開発、専門職大学の開設により、実践的な職業教育を進める。

未来投資戦略2018 ―Society 5.0の実現に向けた改革―（平成30年６月15日 閣議決定）

第２ 具体的施策
Ⅱ．経済構造革新への基盤づくり

[１]データ駆動型社会の共通インフラの整備
３．イノベーションを生み出す大学改革と産学官連携・ベンチャー支援
３－１．自律的なイノベーションエコシステムの構築
（３）新たに講ずべき具体的施策

ⅰ）大学改革等による知的集約産業の創出
④ボーダーレスな挑戦（国際化、大型産学連携）
・高等専門学校について、技術者教育の特色を基盤に、大学等との連携 により機能を補完する等、
「Society 5.0」時代を担うIoT、ロボティクス、サイバーセキュリティ等の技術者の育成に資する高等専
門学校教育の一層の高度化・国際化を来年度から推進する。

政府関連文書における高等専門学校関連の記述①
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まち・ひと・しごと創生基本方針2018 （平成30年６月15日 閣議決定）

Ⅲ．各分野の施策の推進
３．地方への新しいひと流れをつくる
（１）キラリと光る地方大学づくり等による地域における若者の修学・就業の促進

◎高等専門学校、専門学校等における実践的な職業教育の推進
・実践的・創造的技術者を養成することを目的とする高等専門学校の高度化等を進めるとともに、大学・専門学

校における専門教育プログラムの開発、専門職大学の開設により、実践的な職業教育を進める。

政府関連文書における高等専門学校関連の記述②
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高等専門学校教育の充実について
－ものづくり技術力の継承・発展とイノベーションの創出を目指して－

１．高等専門学校教育の現状と社会経済環境の変化 
○高等専門学校は，中学校卒業後からの 5 年一貫の本科とそれに続く 2 年間の専攻科での実践的専門教育により，実践的・創造的な技術者を養成 

○卒業生の高い就職率・求人倍率に見られるように，社会から高く評価 

○社会経済環境の変化：高等教育のユニバーサル化，技術の高度化，15 歳人口の減少，理科への関心の薄れ，進学率の上昇，地域連携強化の必要性 

の高まり，行財政改革の進展 
 

２．高等専門学校教育の充実の方向性 
【基本的考え方】 

○それぞれの高等専門学校が自主的・自律的改革に不断に取組み，社会経済環境の変化に積極的に対応 

○中堅技術者の養成から，幅広い場で活躍する多様な実践的・創造的技術者の養成へ 

○多様な高等教育機関のうちの一つとして本科・専攻科の位置付けを明確に 

○産業界や地域社会との連携を強化し，ものづくり技術力の継承･発展を担いイノベーション創出に貢献する技術者等の輩出へ 
 

【具体的方策】 

①教育内容・方法等の充実 

・地域の産業界等との幅広い連携の促進，「共同教育」の充実 

・一般教育の充実 

・技術科学大学との連携の強化 

・自学自習による教育効果も考慮した単位計算方法の活用 

・退職技術者を含む企業人材等の活用 

②入学者の確保及び多様な学生への支援 
 

③大学への編入学者増加への対応 
 

④教育基盤の強化 

・教員等の確保，ＦＤの実施等，施設･設備の更新･高度化，事務部門強化，財政支援の充実 
 

⑤教育研究組織の充実 

・科学技術の高度化等に対応した学科の在り方の見直し 

・工業･商船以外の新分野への展開 

・地域のニーズを踏まえた専攻科の整備・充実等 

・地域と連携しつつ国立高等専門学校の再編・整備について検討 
 

⑥高等専門学校の新たな展開 

・公立の専門高校や大学校等を基に新たな公立高等専門学校を設置する可能性を含め，潜在的需要を発掘し，需要がある場合には支援方策等について

検討 
 

⑦社会との関わりの強化 

・留学生受入れ，教員の海外派遣，海外技術協力など国際的な展開の推進 

・広報活動強化による認知度向上，共同研究の推進，公開講座等の展開 41



高等専門学校の充実について【概要】

○国際化の進展と開発途上国の工業化、第4次産業革命など産業・就業構造の変化
○産業界との連携強化、課題発見・解決能力の養成、新たな高等教育機関の制度化に係る議論など、高等教育における職業教育の充実に対する要請
○高等専門学校に対する地域産業を担う人材の育成と地方課題の解決など、地方創生への貢献に対する要請

○各高等教育機関の役割分担を踏まえ、高専教育の意義・機能の明確化が必要
○本科卒業生の6割が就職し、4割が進学する状況
○国内産業界において高専卒業生の自主性・自立性・実践力に対する高い評価、管理部門・幹部候補としての期待
○海外において早期からの実践的専門教育に対する高い評価、開発途上国から教育協力への期待

○社会と地域のニーズ、グローバル化等を踏まえた本科の教育の充実
○専門性深化、融合・複合領域への展開、海外・長期インターンシップなど専攻科の教育研究の充実
○学位の授与については高専制度の根幹に関わる問題として、慎重な議論が必要
○高専の全体規模は当面維持することが適当

１．高等専門学校を取り巻く状況

２．高等専門学校の現状

３．高等専門学校教育の今後の在り方（基本的方向性）

高等専門学校の充実に
関する調査研究協力者会議

（平成28年３月）

4．高等専門学校教育の充実に、向けた具体的方策
○今後の高等専門学校教育の在り方と充実方策
・本科5年の修業年限を維持
・今後の産業構造・就業構造の変化、情報セキュリティなど早期専門教育が効果的な分野も踏まえ、医療・農業等他分野との連携強化
・学生の能動的な学びの促進(学修単位の積極的な活用)
・最新の学術研究を教育に反映するための教員の研究能力向上と研修の実施
・高等専門学校の戦略的・組織的ブランディング（中学生・中学校の進路指導担当教員や管理職・教育委員会などへの広報、女子学生確保に向けた取組）
・専攻科において地域と連携したＰＢＬ、海外インターンなどの実施、技科大等との連携
・経営基盤の確保
○地域・産業界との連携
・地域の特色・課題を踏まえた分野に工業的知識・技術・知見を活用
・複数の高専、工業高校、地方公共団体、地域の企業・大学等と連携した教育・研究
・国の厳しい財政状況の中、国立の新設は困難だが、自治体など設置を希望する者からの具体的な相談に対し、国は必要な支援に努めることが重要
・卒業生の実態調査、好事例等の情報発信を通じ、社会的認知の向上
○国際化への対応
・国際的に活躍する技術者として必要な能力の涵養(英語運用能力向上を含む)
・海外の企業等と連携した教育の実施
・高専制度の戦略的・組織的海外展開（高専制度の海外輸出）と取組成果の教育へのフィードバック 42



高等専門学校と高校、大学・大学院との制度上の関係

College of Technology

高等専門学校
KOSEN

《高 専》

22

年齢

準学士

博 士

進
学

15

20

27

24

大学院
（博士課程）

大学院
（修士課程）

大 学

技
術
科
学
大
学 短期大学

高等専門学校
（本 科）

高等専門学校
（専攻科）

高等学校

学 士

修 士

専
修
学
校
一
般
課
程

各
種
学
校

専修学校
高等課程

専修学校
専門課程

入
学

中 学 校

※専修学校の一般課程と各種学校については年齢や入学資格を一律に定めていない。
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